
平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 低炭素のモデル地区「エコ学区」事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 ２９，３００千円
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市では，平成２２年１０月に京都市地球温暖化対策条例を改正し，市内の温室

効果ガス排出量を２０２０年度までに２５％削減，２０３０年度までに４０％削減（い

ずれも１９９０年度比）するという高い目標を掲げた。 

 この目標を達成するためには，増加傾向にある家庭・地域からの排出量をより一層

削減する必要があるため，地域活動の中心的役割を担っている学区単位で，京都なら

ではの低炭素社会実現に向けた先進的な取組を実践していただき，地域ぐるみでのラ

イフスタイルの転換及び地域力の向上を図る。 

  

［事業概要］ 

「エコ学区」を各区役所・支所管内において１学区ずつ，１４学区選定し，企業や

ＮＰＯ，大学等との連携のもと，２年間にわたり，省エネ活動，環境学習や学区発の

実験などの地域独自の取組を総合的に実施する。 

２年間の取組終了後，事業の成果と課題を検証し，市内全体の環境活動を活発化さ

せるための仕組みづくりにつなげる。 
 
○「エコ学区」で実施する取組 

（１）低炭素のモデル地区「エコ学区」推進協議会（仮称）の設立 

（２）省エネ学習及び省エネ活動の実践 

   エネルギー使用量測定機器の設置，省エネ学習会，環境・エネルギーの専門家に

よる戸別家庭の省エネ診断（「うちエコ診断」）を通じた省エネ生活の実践 

（３）地域で取り組む実験 

 企業，ＮＰＯ，大学等との連携のもと，省エネ・省資源に関する学区の個性を

生かした実験的な取組の実施 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 



低炭素のモデル地区「エコ学区」事業
(全区役所・支所管内で1学区ずつ，14学区で実施 )

企業，NPO，大学等との連携のもと，省エネ・省資源

に関する学区の個性を生かした実験的な取組を実施

「エコ学区」推進協議会（仮称）

自治会
京エコロジーセンター「くらしの匠」
地球温暖化対策室
アドバイザー など

京都市
区役所・支所

エコまちステーション

大学・研究機関

地元企業

省エネ学習及び省エネ活動の実践

エネルギー使用量測定機器の設置，省エネ学習会
や意見交換会，環境・エネルギーの専門家による
戸別家庭の省エネ診断（「うちエコ診断」を実施

エコ学区 小学校・中学校
PTA

NPO・ボランティア

各種団体
（保健協議会，地域ごみ減
量推進会議，女性会，消防
団，体育振興会など）

「エコ学区」推進
協議会（仮称）が
各種団体と協力し，
学区をあげて省エ
ネ活動を実施

将来的には，省エネ
活動や様々な取組
による温室効果ガス
削減量が，経済的
価値のあるクレジッ
トとして取引され，地
域に還元されるシス
テムづくりを検討

学区単位での環境活動を通じて，ライフスタイルの転換を促すとともに地域力の向上を図る

地域で取り組む実験の実施

市内全体の環境活動を活発化し，京都ならではの低炭素社会を実現！

発信

エネルギー関連企業

地元商店街



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 

「DO YOU KYOTO?クレジット（仮称）」を活用した 

地域や中小事業者の温室効果ガス排出量削減 

促進事業 

新規・継続の別 新 規 

予  算  額 １４，２００千円
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市では，平成２２年１０月に京都市地球温暖化対策条例を改正し，市内の温室

効果ガス排出量を２０２０年度までに２５％削減，２０３０年度までに４０％削減（い

ずれも１９９０年度比）するという高い目標を掲げた。 

改正条例では，大規模排出事業者等に対し，規制的手法も含めた削減の取組促進を

規定しているが，目標達成のためには，取組が進んでいない家庭や中小事業者の排出

削減をより一層進める仕組みづくりが不可欠である。 

このため，地域団体や中小事業者に環境配慮行動を促し，その結果実現した温室効

果ガス削減量を経済的価値のあるクレジットとして取引・循環させる仕組みを創設し，

市内の温室効果ガス排出量の削減と，省エネルギー・省コスト化による中小事業者の

経営基盤の強化を促進する。 
 
［事業概要］ 

（１）京都独自の排出量削減クレジット制度の創設 

   簡易で取り組みやすい京都独自の排出量削減クレジット制度を創設し，その活

用を推進する。 

（２）クレジット創出・活用促進に向けた市によるクレジットの認証・購入及び売却 

   市が地域団体や中小事業者の排出削減量をクレジットとして認証し，購入する

ことによりクレジットの創出を促進するとともに，クレジットを集約し，温室効

果ガスを多量に排出する大規模事業者やイベント実施者に売却する。クレジット

の購入により，事業活動に伴う温室効果ガスを相殺（カーボン・オフセット）す

ることができる。 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

削減量の価値を認定しクレジットとして取引を可能とする全国共通の制度として，

国内クレジット制度及びオフセット・クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）制度がある。 

 地域独自のクレジット制度としては，平成２２年度から東京都が都内中小クレジッ

ト制度を実施している。 



「DO YOU KYOTO？クレジット（仮称）」を活用した

地域や中小事業者の温室効果ガス排出量削減促進事業

「DO YOU KYOTO?クレジット（仮称）」事業

①削減計画書

③削減量認定
(クレジット化)

京都市

④購入・売却

⑤売却

特定事業者
条例に基づく削減計画
の目標達成に活用(自
社排出量と相殺)
CSRに活用

イベント実施者等
イベントに伴う排出量
をオフセット

観光客(旅行会社)
観光に伴う排出量をオ
フセット

⑥収入

コミュニティ
・エコ学区
・エコ商店街

等

中小企業等

中小企業等の
削減支援

省エネ診断
省エネアドバイザー

削減主体削減主体

削減努力がクレジット化され，市民等に身近な
地域で活用されることにより，更なる取組を促進

削減
主体
創出

②排出削減実施

地域で地域で

家庭で家庭で

エコ学区
家庭の省エネ診断
省エネ学習会

企業で企業で

削減主体の
クレジットを
集約

商店街で商店街で

クレジット活用関連事業



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 事業者排出量削減計画制度の拡充 

新規・継続の別 新 規 

予  算  額 ７，５００千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠

(一部緊急雇用創出事業)

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

温室効果ガスの排出量が多い特定事業者（製造事業者，商業・サービス事業者，運

輸事業者など１４７事業者）に対し，３年間の削減目標，目標達成のための取組を記

載した計画書及び報告書の作成，提出を義務付けている現行の事業者排出量削減計画

制度について，平成２３年度からは新たに，①計画書及び報告書に対する総合的な評

価を行い，評価結果を公表するとともに，②低評価となった事業者に対し，追加削減

対策を指導・助言する制度へと拡充する。なお，特定事業者以外の中小事業者も任意

で参加可能な制度とする。（府市共同制度） 

 

［事業概要］ 

（１）省ＣＯ２化実践ガイドライン（仮称）の作成 

   削減事例を収集し，総合評価において高評価を得るためのガイドラインを作成

する。 

（２）説明会・個別相談の実施 

   制度説明会を実施するとともに，個別相談を行い，特定事業者による計画書及

び報告書の作成を支援する。 

（３）低評価事業者への診断，指導・助言等の実施 

   市が計画書及び報告書を評価し，評価結果を公表するとともに，低評価となっ

た特定事業者に対しては，専門的な診断や，「DO YOU KYOTO?クレジット（仮

称）」の活用などの追加削減対策の指導・助言等を実施し，確実な排出削減を促

進する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

１９政令指定都市のうち７都市（京都市を含む。）が温室効果ガス排出量の多い事

業者に対し計画書等の作成及び提出を義務付けているが，計画書等を評価し，評価結

果を公表するとともに，低評価となった事業者に追加削減対策を求める制度を導入す

るのは，政令指定都市で初めての取組である。 

 



（旧制度）特定事業者の事業者排出量削減計画書（報告書）を市が公表
（新制度）特定事業者の事業者排出量削減計画書（報告書）を市が評価し，公表

低評価の場合に追加削減対策を指導助言

事業者排出量削減計画制度の拡充

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

(第一計画期間：23～25年度)
特定事業者 計画書 報告書 報告書 報告書

(第二計画期間:26～28年度)
特定事業者 計画書 報告書 報告書 報告書

京都市

・計画書（報告書）を
評価し，結果を公表

・低評価となった事業
者に対しては，追加

削減対策（※2）を
指導・助言

評価の視点
①高い削減目標を設定して
いるか
②削減対策の計画（実施）
が十分か
③その他の環境貢献に

取り組んでいるか

特定事業者（※1）

・計画期間（3年）
の目標，具体的
対策を記載した
計画書を提出

・毎年度，計画の
進捗状況を報告

計画書(報告書)
≪主な記載事項≫
・総排出量の削減目標
・削減対策の計画

（実施）内容
・その他の環境貢献，

クレジット等購入

提出

評価・公表

DO YOU KYOTO?クレジット（仮称）等DO YOU KYOTO?クレジット（仮称）等

「DO YOU KYOTO?クレジット（仮称）」を活用し
た地域や中小事業者の温室効果ガス排出量削
減進事業

「DO YOU KYOTO?クレジット（仮称）」を活用し
た地域や中小事業者の温室効果ガス排出量削
減進事業

クレジット創出クレジット活用

制度の概要

スケジュール
※1 年間エネルギー使用量が原油換算1500kl以上の大規模事業者等
※2 省エネ診断・改善提案，クレジットの活用

指導・助言
評価 評価

指導・助言
評価 評価

市

市



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 「環境未来都市」実現！ 

スマートシティ京都プロジェクト 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 ６，０００千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 平成２２年６月に閣議決定された「新成長戦略」において，「環境未来都市」構

想が打ち出され，「環境モデル都市」等から戦略的都市・地域を選定し，必要な規制

緩和に加えて，税制・財政・金融上の徹底的な支援を行うこととされた。 

「環境未来都市」への選定に向けた必須の取組として，太陽光をはじめとする再生

可能エネルギー，次世代自動車等を組み合わせた京都市ならではのスマートコミュニ

ティ（※）を実現する。 
 
※「スマートコミュニティ」 

出力が不安定な再生可能エネルギーが大量導入された場合の課題を解決するため，

貯湯設備や次世代自動車の蓄電池などのエネルギーを貯蔵できる設備を利用し，情報

通信技術を駆使して電力や熱エネルギーの地産地消を目指す「スマートグリッド」に

加えて，交通や市民の行動までも最適化することを目指す新しい社会システムの姿 

 

［事業概要］ 

 京都市ならではの「スマートコミュニティ」の実現と国内外への普及展開を図るた

めに，学識経験者，民間企業，京都高度技術研究所及び本市等によって，「京都市次

世代エネルギー・社会システム研究会」（座長：西川 一応用科学研究所理事長）を

設置し，職住共存地区，らくなん進都地区，岡崎地区等を候補地として課題の抽出や

取組方針をまとめるとともに，実証実験のための国の競争的資金獲得に向けた検討を

進める。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

経済産業省「次世代エネルギー・社会システム実証地域」として，平成２２年４月，

横浜市，豊田市，京都府（けいはんな学研都市），北九州市が選定され，スマートコ

ミュニティの実現に向けた様々な実証実験が行われている。 



P

スマートコミュニティのイメージ
～エネルギーを賢く徹底活用するまち～

P

蓄電池
燃料電池

蓄電池
燃料電池

エコ
ポイント

スマート
メーター

環境教育

エコ
ポイント

エコ
ポイント

エコ
ポイント

EV

パーク&ライド
レンタサイクル

見える化

スマート家電

太陽エネルギー

融通

転換

転換
転換

小水力

転換

観光地情報

駐車場情報

交通エネルギー管理

融通

融通

融通

融通

融通

DO YOU KYOTO？

プロジェクト

融通

転換

貯湯
設備

蓄電設備
燃料電池
貯湯設備

蓄電池
燃料電池

貯湯
設備

EV

EV

優先制御

エコ
ポイント

エコ学区

交通の最適化 エネルギーの最適化

エコ行動への転換

歩くまち・京都

環境にやさしいライ
フスタイルへの変革

再生可能エネルギー資源の
徹底的活用

情報ネットワーク

EV

充電設備

エネルギーマネジメント
システムの構築



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 鴨川の自然の恵みを育む協働事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 １，０００千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 京都が誇る「鴨川」を舞台に，京都府と連携して，学識経験者，漁業者団体，森林

関係団体，ＮＰＯ，行政等の関係機関による協働組織を立ち上げ，地球温暖化の影響

が懸念されている「天然アユ」をシンボルとした，自然の恵みを育む活動を展開する。

 

［事業概要］ 

 ①様々な主体が参画した活動の展開，②自然環境を気遣う暮らしの定着，③大阪湾

から遡上してくる天然アユの復活等を目指す。 

 

（１）協働組織を支援 

協働組織の平成２３年度事業費の１／２を補助 

（２）協働組織の構成（予定） 

  学識経験者，漁業者団体，森林関係団体，ＮＰＯ，行政等の関係者 

（３）協働組織の事業内容（予定） 

 ・ 天然アユの遡上促進活動（木製又は竹製の仮設魚道の試験的な設置等） 

  ・ 遡上アユ等の調査や観察会の開催 

  ・ 鴨川の天然アユや環境保全活動に関する情報発信 

（啓発用パンフレットの作成，市民向け環境セミナーの開催等） 

  ・ 活動に対する市民や企業への参加呼び掛け 等 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 ＫＹＯＴＯ環境知恵産業のブランド化推進事業 

新規・継続の別 新 規 

予  算  額 ２，０００千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

環境，経済，くらしが豊かに調和し，活力ある低炭素社会を実現するためには，社

会・経済構造の転換をビジネスチャンスと捉えて，新たな需要を掘り起こし，新たな

事業展開や成長の機会につなげる取組を推進することが必要である。 

平成２２年６月に閣議決定された「新成長戦略」においては，強みを生かす成長分

野の一つに「グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」が位置付

けられ，今後の成長産業として注目されている。 

本市においても，様々な知恵を融合し，世界市場を視野に入れた低炭素社会を先導

する環境知恵産業の育成・振興を図るため，京都商工会議所との連携のもと，環境・

エネルギー関連産業の実態把握及び優れたエコ製品・サービスの選定を行うとともに，

効果的なプロモーション支援策についての検討を行う。 

 

［事業概要］ 

（１）環境・エネルギー関連産業の実態把握及び優れたエコ製品・サービスの選定 

   市内の環境・エネルギー関連産業の実態把握を行い，低炭素社会を先導する優

れたエコ製品・サービスをブランドとして選定する。 

（２）プロモーション支援策の検討 

   優れたエコ製品・サービスについて，国内外へのマーケティングを支援するた

めの効果的なプロモーション方法について検討する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

  

 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 太陽光発電普及促進事業 

新規・継続の別 継続 

予  算  額 ２１１，１００千円
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市では，代表的な再生可能エネルギーであり，市内における利用可能量も大き

い太陽光発電を普及させるため，平成１５年度に住宅用太陽光発電システム設置費用

に対する助成制度を創設し，平成２１年度には，景観政策と調和した特色ある制度と

して，助成単価を引き上げるなど事業の充実を図ってきた。 

 国による固定価格買取制度の開始，システム設置価格の低下，市民の皆様の環境意

識の高まりなどにより，平成２１年度以降，助成件数は大幅に増加しており，平成２

３年度も更なる増加が見込まれる。 
 

［事業概要］ 

本市の特色である景観規制区域の上乗せ助成を継続したうえで，システム設置価格

の低下を踏まえ，助成単価を引き下げるとともに，助成件数を拡大し，太陽光発電シ

ステムの更なる普及を目指す。 
 

（１）助成対象 

住宅（戸建・共同住宅），集会所 

（２）助成金額（最大４ｋＷまで） 

①景観規制区域（景観手続きを行ったもの）：６万円／ｋＷ 

   ②その他：４万円／ｋＷ 

（３）助成件数（予定） 

   約１，１２０件  

（４）申請手続きの変更 

   事前申請（設置前に申請） 

※平成２２年度までは設置後の申請 

（５）備考 

   予算の範囲内で助成を終了する。 
 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

住宅については，国の助成も併用できる。 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 京都市役所温室効果ガス総排出量削減推進事業 

新規・継続の別 新 規 

予  算  額 １，９００千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 地球温暖化対策室（２２２－４５５５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市では，平成２２年１０月に京都市地球温暖化対策条例を改正し，市内の温室

効果ガス排出量を２０２０年度までに２５％削減，２０３０年度までに４０％削減（い

ずれも１９９０年度比）するという高い目標を掲げた。 

この目標を達成するためには，市内最大の排出事業者である京都市役所が，率先し

て排出量を削減する必要があり，設備改善等によるハード面での削減に加え，運用改

善によるソフト面での削減も着実に進めていくことが不可欠である。 

 

［事業概要］ 

（１）エネルギー測定機器のモデル設置 

市役所本庁舎の一部の執務室に対し，エネルギー使用量測定機器を設置し，所

属単位でのエネルギー使用量の「見える化」を図り，職員一人ひとりの省エネ意

識を喚起し，温室効果ガス排出量の削減につなげる。 

（２）部門別総排出量の上限設定の検討 

   エネルギー使用量の「見える化」を通じて，排出量の現状把握を行い，部門別

総排出量の上限を定める制度の導入を検討する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                    環境政策局 

事務事業名 資源ごみ等の“新回収システム”モデル事業 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 ２０，３００千円
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 循環企画課（２１３－４９３０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 京都市では，「京都市循環型社会推進基本計画（２００９－２０２０）」（平成

２２年３月策定）において「ごみは資源，可能な限りリサイクル」を基本方針の一つ

として定め，京都のまちの特性である地域力の強みを活かしながら，地域特性に応じ

た多様な資源回収の機会拡大を図っている。 

 

［事業概要］ 

 これまで，市民から「出し方に困る」との意見のある蛍光管や刃物，塗料・溶剤，

薬品類，ライターなどの有害・危険ごみや，古着などの資源物について，できるだけ

身近な場所で回収するため，日ごとに場所を変えて資源ごみを回収する移動式資源回

収モデル事業を実施するとともに，本格実施に向けた検討を行う。 
 
（１）移動式資源回収モデル事業の実施 

   日ごとに場所を変えて行う移動式の資源回収を，学校や公園などの地域の広場

を活用し，モデル的に実施する。 

（２）移動式資源回収の本格実施に向けた検討 

   モデル事業における回収状況や，参加した市民へのアンケート調査等を通じ，

最適な回収品目と回収場所の選定方法，回収頻度等を検討する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 

 

 

 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

環境政策局 

事務事業名 京都版エコマネーの創設 

新規・継続の別 新規 

予  算  額 １０，３００千円
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 循環企画課（２１３－４９３０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市では，「京都市循環型社会推進基本計画（２００９－２０２０）」（平成

２２年３月策定）において，家庭ごみの中で大きな容量を占める容器包装材を削減す

る「包装材削減推進京都モデル」を，ごみ減量・温室効果ガス排出抑制の主要な柱の

一つとして掲げている。 

容器包装をはじめとするごみの減量を実現するためには，マイバッグの持参など，

市民一人ひとりの行動の積み重ねが不可欠である。 

一方で，環境問題に関心はあるが，具体的にどのような行動をとれば良いか分から

ず実践に至っていない市民もおられ，日常生活の中で気軽に取り組むことができるエ

コ活動を後押しする必要がある。 

 

［事業概要］ 

市民一人ひとりのごみ減量行動を促すことで，使い捨てのライフスタイルからの転

換を図るため，市民がエコ活動で得たポイントを商品等に交換できる独自の「京都版

エコマネー」を創設し，京都から新たなごみ減量モデルを発信する。 

平成２３年度は，市内のコーヒーチェーン店や大学等と連携し，マイボトル持参者

にエコマネーを付与することにより，市民が最も実践しやすい「マイボトル持参」行

動を促進し，市民ぐるみのエコ活動を後押しする。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 

 

 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局 

事務事業名 次世代自動車普及促進事業 

新規・継続の別 継続 

予  算  額 ３４，８００千円
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

局 配 分 枠 

担  当  課 環境管理課（213－0930） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

本市の環境モデル都市行動計画に基づく低炭素社会と公害のない社会を実現するた

めには，自動車から出る温室効果ガスを削減する必要がある。そのため，公共交通優

先の「歩いて楽しいまち」の実現を目指した施策を進めるとともに，車を使用する場

合には，環境性能の高い自動車を使用していただけるよう，電気自動車（ＥＶ）・プ

ラグインハイブリッド自動車（ｐＨＶ）等次世代自動車の積極的な普及促進を図って

いる。こうした中，複数の自動車メーカーからＥＶ・ｐＨＶが市販されるようになっ

てきており，本市においても引き続き，その普及促進を積極的に図る。 

 

［事業概要］ 

（１）基盤整備 

太陽光発電付充電設備(２００Ｖ)を新たに市内に３基設置する。 

（国の地域グリーンニューディール基金（補助率１００％）を活用） 

新たに３基設置することで，京都市が整備する充電設備は３９箇所４６基とな

る。 

（２）事業者への普及支援 

タクシー，レンタカー事業者に対する車両購入補助を行う。＜府市協調事業＞ 

（３）公用車のＥＶカーシェアリング 

市民・観光客に対するカーシェアリング（無料）の充実・拡大 

公用車の電気自動車を利用して，新たに観光利用を目的としたＥＶカーシェア

リングを行う。また，貸出拠点周辺の住民や事業者へ積極的な情報発信を行い，

地域でのＥＶカーシェアリングの利用促進を図る。 

  ○京都市御池駐車場 

引き続き，広く市民に利用してもらうほか，貸出拠点周辺の住民や事業者に積

極的な情報発信を行い，地域でのＥＶカーシェアリングの利用促進を図る。 

  ○京都市岡崎公園駐車場 

   観光客及び市民を対象に，岡崎を貸出拠点としたＥＶカーシェアリングを実施

し，観光における交通手段としてのＥＶの有用性を検証する。 



        

  ○ホテル・旅館 

ホテル・旅館の宿泊者に観光やビジネスの移動手段としてＥＶを利用してもら

い，本市の取組を広く発信し，ＥＶの普及を図る。 

（４）ＥＶラリー（仮称） 

大学生やＥＶ関連企業等幅広い主体に参加を呼び掛け，環境性能の高い市販の

電気自動車を利用したラリー（寺社等観光関連施設や充電ポイント等を巡る）を

府市協調事業として開催し，多くの市民・観光客に電気自動車の普及と環境問題

の啓発を行う。 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

太陽光発電付充電設備の増設により，カーボンゼロ自動車の利用拡大を更にアピー

ルするとともに，観光利用を目的としたＥＶカーシェアリングや地域でのＥＶカーシ

ェアリングの利用促進を図ることで，次世代自動車の普及促進につながる。 

関連事業として，中小企業の電気自動車等導入と充電設備設置に対する融資や軽自

動車税の免除（平成２２年度から５年間，対象は電気自動車）なども行っている。 

 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 環境政策局            

事務事業名 身近な自然度調査 

新規・継続の別    新規 

予  算  額 ３，０００千円 
未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 環境管理課（213－0930） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 平成２０年６月の生物多様性基本法の施行，平成２２年１０月の生物多様性条約締

約国第１０回会議（ＣＯＰ１０）の開催を通じ，地球規模で生物多様性の保全に向け

た取組への関心が高まっていることから，本市においても,市民の関心を高め,生物多

様性保全の重要性を啓発していく必要がある。 

  

［事業概要］ 

市民の生物多様性に対する理解を深め，その保全の重要性を啓発することを目的に，

市民参加型の自然度調査（身近な生き物の生息状況調査）を次のとおり実施する。 
 

（１）小学校高学年の自然体験学習による啓発 

自然体験学習に取り組む市内の小学校高学年に対し，「いきものガイド」（本市発

行の自然度調査のためのパンフレット）を配布し，現地で自然観察などの指導を受け

ることにより，効果的な啓発を行う。 

 

（２）「いきものマップ」の募集，表彰 

地域・学区等での身近なまちかど「いきものマップ」（家や学校の周辺等のいきも

のを見つけ，そのことを地図上に表したもの）の作成・応募を，市内の学校等に呼び

かけ，実施する。その応募作品については，審査のうえ，展示・表彰を行う。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 環境省の「いきものみっけ」事業をはじめ, 他都市（名古屋市,神戸市など）でも

同様の取組が行われている。 

 


